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　はじめに

筆者は，これまで中華民国前期中国農村経済の動向について分析し，北京

市と天津市に近接する河北省東部地域（冀東地区）では，農村経済の発展に

伴って，脱農化・零細農化・都市化などが進行していたことを概観した１）。

そこで，本稿では，冀東地区農村のうち，さしあたり非棉作・穀物作地の

６県７ヶ村について，経営面積・家族人数などがわかっている３県３ヶ村（平

谷県小辛寨，遵化県盧家寨，撫甯県王各庄）とそれに加えて家畜数もわかって

いる４県４ヶ村（灤県雷家荘，撫甯県邴各庄，密雲県小営村，昌黎県中両山）

とに分けて脱農化・零細農化の進行状況を分析することにしたい。

なお，本稿では，主に煩雑さを避けるために，文献資料からの引用部分も

含め，原則として算用数字と常用漢字を用いることにした。

Ⅰ　経営面積・家族人数がわかっている農村

敢　平谷県小辛寨

小辛寨に関する調査資料には，小作面積が記載されていないので，経営面

積別の農家戸数割合と小作農・自小作農・小自作農の経営規模を精確に把握

することができない。

－５３－

中華民国前期冀東地区６県７ヶ村に
おける農村経済

弁　 納　 才　 一
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　表１－１を見てみると，非農家３３戸（２４.２％）のうち，商業従事者が１９戸（非
農家の５７.５％）おり，脱農化がかなり進行していたと言える。また，出稼ぎ先
が明らかな５戸のうち外蒙古が最多の３戸（４人）で，ついで北京や河北省密

雲県が各１戸（各１人）いたが，「満州」への出稼ぎ者の有無は不明である。さ

らに，家族の人数，調査番号１３４の地主が２０人いたが，非農家と小作農では平

均すると４.４人と３人で，かなり少なかった。
　表１－２を見てみると，経営面積２０.１畝以上層２２戸のうち，経営面積が最
大で，最大の地主だった調査番号１４６は，所有地９４２畝のうち５７５畝を自ら経営

しているが，家族の人数（家族内労働力数は不明）が５人とやや少ない上に，

長工を雇傭していないことから，農作業には家族内労働力以外に多くの短工

を雇傭していたと考えられる。そして，経営面積５０.１畝以上層の上位８戸は
全て自作農（地主を兼ねる７戸を含む）で，また，経営面積２０.１～５０畝層１４戸
のうち１３戸（９２.８％）が自作農で，家族の平均人数は７.１人（５０.１畝以上層が７.５
人，２０.１～５０畝層が７人）とやや多かった。なお，長工を雇傭する１３戸（５９％）
のうち，３人の長工を雇用する農家（全て経営面積６０畝以上）が３戸もおり，

地主を兼ねながらも，大規模農業経営を行っていた。一方，小作農を兼ねる

４戸も，経営規模を拡大していた。

　表１－３を見てみると，経営面積１０.１～２０畝層２０戸のうち，１７戸（８５％）が自
作農で，家族の平均人数は７.２人とやや多かったが，家族の人数が平均より
かなり少ない２戸の自作農が各１人の長工を雇傭していた。

表１－１．小辛寨における非農家３３戸及び小作農１０戸の状況

家族人数（出稼先・人数，貸出地面積）調査番号職業等
３，５，４，２，３，１，３，２，９，３，４，４，４，６，
４，６，３，４，６

６，２５，２７，７１，７５，７６，８２，８６，９１，９２，９７，
１０２，１０３，１０８，１１１，１１８，１３１，１５１，１５８

商　業

５（外蒙古１），４敢，６柑，７（外蒙古２），
４（外蒙古１），３（密雲１），４（北京１）

１１，２４，７７，１１７，１４１，１５７，１６３出　稼

５，３，３，５７４，８４，１１０，１２２長　工

２，６，４，２，６，４，２，７，３，５
１４，１７，２１（商業を兼ねる），３９，６６，６８，８１，
９８，１３９，１５４

小作農

４（２３畝），２０（４６畝）１３２（長工１人を雇傭），１３４地　主

５，４７２（「作活」），２０（乞食）その他

典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部上，１１９～１２７頁・１３３頁より作成。
　　　なお，小作農の小作面積は不明である（以下，同様）。
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　表１－４を見てみると，経営面積５.１～１０畝層２９戸のうち，２０戸（６８.９％）が
自作農で，家族の平均人数は５.１人とやや少なく，長工ないし商業を兼ねる自
作農が各１戸いた。なお，調査番号１１５の１戸のみが長工を雇傭していた。

　表１－５を見てみると，経営面積２.６～５畝層３０戸のうち，２１戸（７０％）が自
作農で，家族の平均人数は４.１人とかなり少なく，また，商業を兼ねる自作農
が１戸いたが，長工を雇傭する農家は１戸もなかった。

 

表１－２．小辛寨の経営面積２０.１畝以上層
２２戸の状況　　　　

長
工

家族
人数

階層等
小作
貸出

経営面積
（所有面積）

調査
番号

５自作・地主３６７５７５（９４２）１４６

３７自作・地主２８１２０（１４８）１４４

３１４自作・地主４４８０（１２４）１５６

１１２自作・地主１０６１（７１）４６

１８自作・地主１１６０（７１）４７

３６自作・地主７０６０（１３０）１００

１５自作６０（６０）１４５

１３自作・地主１３５３（６６）１４７

７自作４６（４６）１０７

１３自作・小作４４（４４）４８

１５自作４１（４１）９

１６自作３９（３９）９４

１２自作・小作３６（３６）１６

９自作・小作３３（３３）３３

７自作３２（３２）７９

１３自作３０.５（３０.５）１０６

１６自作２９（２９）１０

４自作２８（２８）１２６

１３自作２７（２７）１０５

１１自作・小作２５（２５）６４

２自作２５（２５）８７

１１０自作２０.５（２０.５）６５

典拠）表１－１に同じ。

表１－３．小辛寨の経営面積１０.１～
　　２０畝層２０戸の状況

長
工

家族
人数

階層等
経営面積
（所有面積）

調査
番号

９自作２０（２０）４

１５自作２０（２０）１３８

６自作２０（２０）１５９

１１自作１８.５（１８.５）１６１

１１自作・小作１８（１８）１８

８自作１７（１７）１

９自作・小作１７（１７）９６

５自作１６（１６）５２

９自作１５（１５）１３５

４自作１４（１４）９５

５自作１３.５（１３.５）４５

６自作１３（１３）３６

１３自作１３（１３）１１６

９自作１３（１３）１２０

９自作１３（１３）１２５

３自作１２（１２）１９

４自作１２（１２）１６０

８自作・小作１１.５（１１.５）４１

７自作１１.５（１１.５）６１

５自作１１（１１）３４

典拠）表１－１に同じ。
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　表１－６を見てみると，経営面積２.５畝以下層２５戸のうち，１５戸（６０％）が自
作農で，家族の平均人数は４人とかなり少なく，また，長工ないし商業を兼

ねる自作農が各々２戸おり，出稼ぎないし墓守を兼ねる自作農が各１戸いた

が，長工を雇傭する農家は１戸もなかった。

表１－４．小辛寨における経営面積５.１～１０畝
層２９戸の状況　　　　 

長
工

家族
人数

階層等
経営面積
（所有面積）

調査
番号

７自作・小作１０（１０）４４

７自作・小作１０（１０）１４２

２自作１０（１０）１７０

２自作９.５（９.５）４３

１０自作・小作９.５（９.５）５９

１８自作９.５（９.５）１１５

５自作９.５（９.５）１２７

２自作９（９）２９

６自作９（９）５３

６自作９（９）１１９

３自作９（９）１２１

３自作８.５（８.５）５０

６自作８.５（８.５）６９

８自作・小作８.５（８.５）１５３

４自作８（８）８

５自作８（８）１２

１０自作・小作８（８）６３

３自作・長工７.５（７.５）８５

６自作・小作７（７）３１

５自作７（７）９０

２自作７（７）１２３

５自作・商業７（７）１５２

５自作６（６）３５

８自作６（６）４２

３自作・小作６（６）５８

６自作６（６）８８

５自作６（６）１４３

６自作・小作６（６）１５５

２自作・小作６（６）１６４

典拠）表１－１に同じ。

表１－５．小辛寨における経営面積２.６～
５畝層３０戸の状況 

家族
人数

階層等
経営面積
（所有面積）

調査
番号

５自作５（５）３

６自作５（５）７

３自作５（５）６０

７自作５（５）７３

２自作５（５）８９

２自作５（５）９３

６自作５（５）１０９

５自作５（５）１２８

４自作・小作５（５）１３６

４自作・商業５（５）１３７

５自作・小作５（５）１６２

２自作５（５）１６６

４自作４.５（４.５）５４

５自作・小作４.５（４.５）１１３

６自作・小作４.５（４.５）１４０

４自作４（４）２

５自作・小作４（４）１５

３自作・小作４（４）７０

３自作・小作４（４）８０

４自作４（４）９９

４自作・小作４（４）１３３

５自作３.５（３.５）５

６自作３（３）４９

３自作３（３）５５

４自作・小作３（３）６７

２自作３（３）１１４

２自作３（３）１２４

７自作３（３）１３０

２自作３（３）１６７

３自作３（３）１６９

典拠）表１－１に同じ。
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以上のように，平谷県小辛寨では，大規模経営農家が多数おり，大地主も

いたが，脱農化がかなり進行していた。すなわち，６０畝以上の大土地所有者

のほとんどは地主を兼ねながらも長工を雇用して農業に従事する自作農であ

り，自作農の割合は，５０.１畝以上層が１００％，２０.１～５０畝層が７１.４％，１０.１～２０
畝層が８５％，５.１～１０畝層が６８.９％，２.６～５畝層が７０％，２.５畝以下層が６０％で，
一方，自作農兼小作農の割合は，５０.１畝以上層が０％，２０.１～５０畝層が２８.５％，
１０.１～２０畝層が１５％，５.１～１０畝層が３１％，２.６～５畝層が３０％，２.５畝以下層が
４０％となっており，しかも，経営面積が不明な１０戸の小作農も相対的に零細

経営であると考えられることから，１０.１～２０畝層を除くと，零細小作農化が進
行していたと言える。また，家族の平均人数は，５０.１畝以上層が７.５人，２０.１

表１－６．小辛寨における経営面積２.５畝以下層２５戸の状況

家族人数階層等経営面積（所有面積）調査番号

４自作２.５（２.５）２２

４自作２.５（２.５）３７

２自作２.５（２.５）１４９

５自作・小作２（２）２３

５自作・小作２（２）２８

２自作・小作２（２）３８

４自作２（２）５６

４自作２（２）５７

６自作・小作２（２）６２

３自作・出稼２（２）７８

１０自作２（２）１０１

６自作２（２）１０４

４自作・長工２（２）１１２

５自作２（２）１２９

５自作２（２）１４８

３自作・小作２（２）１５０

２自作・小作２（２）１６５

５自作・小作１.５（１.５）２６

４自作・小作１.５（１.５）３０

３自作・小作１（１）１３

３自作・墓守１（１）３２

３自作・長工１（１）４０

５自作・商業１（１）５１

２自作・商業１（１）８３

２自作・小作１（１）１６８

典拠）表１－１に同じ。
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～５０畝層が７人，１０.１～２０畝層が７.２人，５.１～１０畝層が５.１人，２.６～５畝層が
４.１人，２.５畝以下層が４人，非農家が４.４人で，２０.１～５０畝層と非農家を除くと，
家族の人数と経営面積との間には正の相関関係を見出すことができる。さら

に，経営面積２０.１畝以上層では，その上層が長工を雇用するのに対して，そ
の下層は小作地を借入れて規模規模を拡大していた。ただし，経営面積２０畝

以下層では，経営規模が零細化するに伴って小作農を兼ねる農家の他に商業

や長工などを兼ねる農家の割合も高くなっていた。

柑　遵化県盧家寨

遵化県盧家寨に関する調査資料では，家族の人数と家族内労働力数につい

ても知ることができるのは２０１戸のうち７１戸（３５.３％）にすぎない。
　表２－１を見てみると，非農家３７戸（１８.４％）のうち，１６戸（非農家の４３.２％）
が農業労働者（雇農）で，これにつぐ商業従事者８戸と労働者５戸及び保衛団

員・教員・医者の各１戸などが雇農と同じく計１６戸に達し，都市賃金労働者

は全くいないものの，脱農化はある程度進行していると見なすことができる。

また，家族の平均人数と家族内平均労働力数は４.１人と１人で，少なかった。

　表２－２を見てみると，経営面積５０.１畝以上層６戸が全て自作農で（地主を
兼ねる１戸を含む），経営面積２０.１～５０畝層１９戸のうち，１７戸（８９.４％）が自作
農で，また，経営面積２０.１畝以上層２５戸のうち２３戸（９２％）が自作農で，自小
作農が１戸，自作農を兼ねる地主が２戸おり，小作農・小自作農及び雇農を

兼ねる農家は１戸もなく，家族の人数が明らかな１３戸（５２％）の平均人数と家

表２－１．盧家寨における非農家３７戸の状況

家族人数（労働力数）調査番号職業等
３敢，１.３敢，４敢，２換，
２敢，５敢

２，５，１３，３６，６５，７１，８５，９２，１０１，１４８，１５１（１畝所有の地主），
１６９，１７１，１８０，１９３，１９４

雇　農

４敢，１０敢１（大工），５１（靴製造），１０６（大工），１６１（大工），１８９（縄製造）労　働

４柑，５敢，５敢
１４，１６，２０（影芝居役者），８６（党峪で宿屋），９７（肉屋），
１０３（鍛冶屋），１６４，１９０（雑貨屋）

商　業

９８（養蜂），１１５（保衛団員），１１６（教員），１３７（医者）その他

９１（盲目），１００（乞食），１２５，１８６無　職

典拠）『遵化県盧家寨農村実態調査報告』（１９３６年）６７～８２頁より作成。なお，表中の「大工」は
「木匠」か「木工」の誤りであろうと思われる。



中華民国前期冀東地区６県７　ヶ 村における農村経済　　（弁納）

－５９－

族内平均労働力数は９.８人と１.８人で，かなり多かった。そして，経営面積５０畝
以上層の上位７戸は全て自作農で，その中の調査番号３３・３２・３１は長工を各々

５人・３人・２人雇用していた。なお，地主を兼ねる農家と商業を兼ねる農

家が各々２戸おり，農業外就労者は新京鉄路局に勤務する者を含む３戸

（１２％）にすぎなかった。

　表２－３を見てみると，経営面積１５.１～２０畝層２０戸のうち，１６戸（８０％）が自
作農で，家族の人数が明らかな６戸の平均人数は６.６人とやや多いものの，経
営面積２０.１畝以上層のそれよりもかなり少ないが，家族内の平均労働力数は
２人と多く，経営面積２０.１畝以上層のそれよりもやや多かった。なお，商業
を兼ねる農家は２戸にすぎなかった。一方，経営面積１０.１～１５畝層２９戸のう

表２－２．盧家寨における経営面積２０.１畝以上層２５戸の状況

備考職業等家族人数（労働力数）経営面積（所有面積）調査番号
自作２００（２００）７２

年雇５人自作９（１）１０５（１０５）３３
年雇３人，遵化１人自作１７（３）１００（１００）３２

自作６（１）７５（７５）１７
自作・地主７２.５（９０）１０９
自作６０（６０）１６６

年雇２人，在外１人自作８（１）５０（６０）３１
自小作４４.５（４０）８３
自作・商業２０（４）４２.５（４２.５）６０

雑貨屋自作・商業１２（３）４２（４２）５４
自作４２（４２）１０８
自小作４０.５（２０.５）２００
自作５（３）４０（４０）２４
自作１０（２）４０（４０）２８

地主・自作４０（８２）１１９
自作３８（３８）８２
自作３４（３４）１１８
自作３２（３２）８４

地主・自作８（０）３０（９０）２３
自作５（２）２７（２７）２９
自作１０（１）２５（２５）６７
自作２５（２５）１１１
自作９（１）２３.５（２３.５）１８

新京鉄路局１人自作９（２）２３（２３）６８
自作２２（２２）１１０

典拠）表２－１に同じ。
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表２－３．盧家寨における経営面積１０.１～２０畝層４９戸の状況

備考職業等家族人数（労働力数）経営面積（所有面積）調査番号
自作・商業８（２）２０（２０）１５
自作３（１）２０（２０）５７
自作２０（２０）１２８
自作２０（２０）１８３
自作２０（２０）１９８
自作１９（１９）１１７
自作１９（１９）１８１
自小作１８（１１）９６

自小作・商業（豆腐屋）１８（１３）１０４
自作１８（１８）１５７
自作１８（１８）１７０
自作１８（１８）１９９
自作１７（１７）１０７
自作１７（１７）１１２
自小作１７（１１）１４１
自小作１７（１５）１５８
自作７（２）１６（１６）２６
自作５（１）１６（１６）４８
自作８（３）１６（１６）５０
自作１６（１６）１５９
自作５（１）１５.５（１５.５）１９

自作・労働（左官）７（２）１５（１５）４６
自作・農業労働８（３）１５（１５）５５

自作１５（１５）１２０
自作１５（１５）１３６

自作・農業労働１５（１５）１４０
自作１５（１５）１６８

地主・自作１５（３０）２０１
年雇１人，灤県師範自作２（１）１４（１４）３０

自作１４（１４）１４２
自作１４（１４）１５３

２人（満州）自小作５（２）１３（８）５３
染物屋自小作・商業１３（８）７６

自小作１３（１０）１０５
自小作１３（８）１６３
自作１３（１３）１９６
自作６（２）１２.５（１２.５）２５
自作５（１）１２（１２）５２

自作・農業労働８（２）１２（１２）６１
自小作４（２）１２（６）６２

果樹園自作１２（１２）１２７
小自作・農業労働１２（４）１２９

自作１２（１２）１７５
自作１２（１２）１９７

２人（唐山炭鉱）小自作９（２）１１.５（４.５）９
自小作１１.５（１０）１５２

自小作・農業労働７（１）１１（６）８
大工，隣村で年工自小作・労働８（３）１１（７）４４

自作１１（１１）１２１
自作１１（１１）１７２

典拠）表２－１に同じ。
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ち，１９戸（６５.５％）が自作農で，農業外就労者６戸（自作農２戸，自小作農３戸，
小自作農１戸）のうち４戸は村外で働いていた。そして，家族の人数が明らか

な１１戸の平均人数と家族内平均労働力数は６.２人と１.６人だった。なお，７戸が
雇農（２戸は長工）を兼ね，２戸が職人を兼ね，満州への出稼ぎや商業・左官・

「大工」を兼ねる農家，灤県師範学校と唐山炭鉱で働いている農家が各１戸（計

５戸）いた。

　表２－４を見てみると，経営面積５.１～１０畝層４４戸のうち，２６戸（５９％）が自
作農で，家族の人数が明らかな１３戸の平均人数と家族内平均労働力数は５.３人
と１.１人で，やや少なかった。また，雇農を兼ねる農家と商業・出稼ぎ・職
人・医者・寺守などの農業外就労者は各々９戸だった。

　表２－５を見てみると，経営面積５畝以下層４５戸のうち，４０戸（８８.８％）が自
作農で，２５戸（５５.５％，自作農２１戸）が雇農を兼ねていた。また，家族の人数
が明らかな１７戸の平均人数と家族内平均労働力数は３.９人と１人で，やや少な
かった。さらに，職人・商業などの農業外就労者は６戸にすぎなかった。

以上のように，遵化県盧家寨では，平谷県小辛寨ほどではないが，やはり

一定程度脱農化が進行しており，自作農の割合は，５０.１畝以上層が１００％，
２０.１～５０畝層が８９.４％，１５.１～２０畝層が８０％，１０.１～１５畝層が６５.５％，５.１～１０
畝層が５９％，５畝以下層が８８.８％となっており，一方，小作農の割合は，
１０.１畝以上層が０％，５.１～１０畝層が４.５％，５畝以下層が４.４％となっており，
経営面積２０.１畝以上層の自作農の割合が最も高かったものの，これにつぐの
が５畝以下層であることなどから，全体として零細自作農化がかなり進行し

ていたと言える。また，家族の平均人数・家族内平均労働力数は，２０.１畝以
上が９.８人・１.８人，１５.１～２０畝層が６.６人・２人，１０.１～１５畝層が６.２人・１.６人，
５.１～１０畝層が５.５人・１.１人，５畝以下層が３.９人・１人，非農家が４.１人・１人
で，経営面積と家族・家族内労働力の人数との間には相関関係が見られる。さ

らに，農業外就労者は，５０.１畝以上層が０％，２０.１～５０畝層が１５.８％，１５.１～
２０畝層が１０％，１０.１～１５畝層が１７.２％，５.１～１０畝層が２０.４％，５畝以下層が
１３.３％で，各層間の較差はさほど大きくない。
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表２－４．盧家寨における経営面積５.１～１０畝層４４戸の状況

備考職業等家族人数（労働力数）経営面積（所有面積）調査番号
屋根葺き自作・労働４（１）１０（１０）６３
左官，１人（満州）自作・労働４（２）１０（１０）６９

自作１０（１０）９５
小作・医者１０（０）１１４
小作・寺守１０（０）１２６
自作１０（１０）１３８
自作１０（１０）１４７
自作１０（１０）１６５
自作１０（１０）１８８
自小作１０（５）１９５
自作９（９）７３
自作９（９）８７
小自作９（４）１４５

小自作・農業労働９（４）１７３
２人（唐山で商人，満州）自作・商業８（２）８（８）２７

自小作・農業労働６（１）８（４）４９
自作・労働５（１）８（８）５９

自作８（８）１３０
自作８（８）１４６
小自作８（１）１９１

小自作・農業労働３.５（１）７.５（２）４
小自作・農業労働５.５（１）７.５（２.５）２１

豆腐屋小自作・商業７.５（１.５）７５
小自作７.５（１.５）７７

自小作・農業労働５（１）７（４）３
自小作５（１）７（６）７

２人（隣村出稼，満州）小自作８（１）７（２）６６
自作７（７）７４
自作７（７）８０
自作７（７）１２４
自小作７（５）１４９
自作７（７）１５５
自作７（７）１５６
自作７（７）２０２
自作６.５（６.５）８１

小自作・農業労働６.５（１.５）９０
自作・商業７（１）６（６）３４
自作６（６）７９
自作６（６）１２３
自作６（６）１３９

自小作・農業労働６（４）１４３
自小作・農業労働６（５）１５０
自作・農業労働６.５（１）５.５（５.５）５８

自作４（１）５.５（５.５）６４

典拠）表２－１に同じ。
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表２－５．盧家寨における経営面積５畝以下層４５戸の状況

備考職業等家族人数（労働力数）経営面積（所有面積）調査番号
自作・農業労働３（２）５（５）４３

自作５（５）７８
自作・農業労働５（５）１３４

大工，石工自作・労働５（５）１７７
自作５（５）１７９
自作４.５（４.５）８８

自作・農業労働３（１）４（４）４０
自作・農業労働２（１）４（４）５６

自作２（１）４（４）７０
自作４（４）９３
自作４（４）１３３
自作４（４）１６０

小作・農業労働４（１.５）３（０）１２
自作・農業労働５（１）３（３）３５
自作・農業労働３（１）３（３）４１
自作・農業労働３（３）８９

自作３（３）９４
自作・農業労働３（３）１４４
自作・商業３（３）１６７
自作３（３）１８７

自作・農業労働６（１）２（２）６
自作・農業労働３.５（１.５）２（２）２２
自作・農業労働３（１）２（２）４２

１人（隣村で年工）自作・農業労働６（１）２（２）４５
２人（隣村で年工）自作・農業労働２（０）２（２）４７
染物屋自作・商業２（２）１１３
縄製造自作・商業２（２）１２２

自作・農業労働２（２）１３１
自作・農業労働２（２）１３２
自作・農業労働２（２）１６２

自作２（２）１７４
自作２（２）１７６

菓子製造職人小作・労働２（０）１７８
自作２（２）１８４
自作２（２）１８５

自小作・農業労働６（１）１.５（０.５）１１
自小作・農業労働５（０）１.５（０.５）３７
自小作・農業労働１.５（０.５）１３５
自作・農業労働４（１）１（１）１０

大工自作・労働６（１）１（１）３９
自作・農業労働１（１）９９

自作１（１）１９２
自作・農業労働４（１）０.５（０.５）３８
自作・農業労働０.５（０.５）１０２
自作・農業労働０.５（０.５）１５４

典拠）表２－１に同じ。



金沢大学経済論集　第３４巻第２号　　２０１４.３

－６４－

桓　撫甯県王各庄

王各庄に関する調査資料には，小作面積の記載がなく，経営面積別による

農家戸数と小作農や自小作農・小自作農の経営規模を把握することができない。

　表３－１を見てみると，非農家１１戸（１８.３％）のうち，６戸が地主だったが，
１６５畝を所有する調査番号６０以外は全て所有地１５畝以下の小地主だった。また，

家族の人数は，１６５畝を所有する地主は１７人だったが，平均すると４.７人と少な
かった。さらに，商業など農業外就労者は３戸にすぎなかった。

　表３－２を見てみると，経営面積２０.１畝以上層１１戸のうち，小自作農が６
戸（６０％）と多数を占め，家族の平均人数は９.２人とかなり多く，しかも，経営
面積が５０畝だった１戸以外は，全て３０畝以下で，大規模経営の農家は１戸も

なく，また，経営面積１０.１～２０畝層１６戸のうち，自作農（地主を兼ねる２戸を
含む）と小自作農が各７戸（４３.７％）で，家族の平均人数は５.１人とやや少なかっ
た。

　表３－３を見てみると，経営面積１０畝以下層２２戸のうち，１３戸（５９％）が自

作農で，自小作農と小自作農が各４戸にすぎず，家族の平均人数は４.９人とか
なり少なかった。

以上のことから，撫甯県王各庄では，遵化県盧家寨よりも脱農化が進行し

ていたとは言えないが，自作農の割合は，２０.１畝以上層が１８.１％，１０.１～２０畝
層が４３.７％，１０畝以下層が５９％となっており，零細自作農化が進行していたと
言える。また，家族の平均人数は，２０.１畝以上層が９.２人，１０.１～２０畝層が５.１
人，１０畝以下層が４.９人，非農家が４.７人で，家族の人数と経営面積との間には
正の相関関係が見られた。

表３－１．王各庄における非農家１１戸の状況

家族人数調査番号（地主貸出地，備考）職業等
５，３，１（老婆），４，３，
１７

９（１５畝，戸主が満州出稼），１５（２.５畝），１８（２.５畝），４１（２.５畝），
４８（３.６５畝，長男が他村で商業），６０（１６５畝）地主

７，４１３（戸主が台営で商業，長男が満州出稼），２７（行商）商業

５，１２４（寡婦，子供４人），２５（寡婦）無職

２３１不明

典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，３３７～３４０頁より作成。
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表３－２．王各庄における経営面積１０.１畝以上層２７戸の状況

備考家族人数階層等地主貸出小作借入
経営面積
（所有面積）

調査
番号

１５地主・自作１１７.５５０（１６７.５）３８

１１自作・地主２５３０（５５）４６

９自小作３０３０（６０）５３

６小自作２０２７.５（７.５）１

１人が満州出稼１１小自作２２.５２７.５（５）６

１０自小作１２.５２７.５（１５）５７

３人共同で１工借地８小自作２２.５２５（２.５）２０

１３小自作２０２５（５）５５

７自小作２.５２２.５（２０）５

７小自作１５２２.５（７.５）７

５小自作１５２２.５（７.５）４７

５小自作１５２０（５）２

２小自作１２.５２０（７.５）１１

７自作２０（２０）２３

６小自作１５２０（５）３３

４小自作１２.５１７.５（５）３

６小作１５１５（０）４

長男と次男が新京で職人１２自作・地主１０１５（２５）１９

４小自作１０１５（５）２１

７自作１５（１５）５９

８自作１５（１５）５１

２小自作１０１２.５（２.５）２９

５小自作７.５１２.５（５）３５

６自作１２.５（１２.５）４５

４自作１２.５（１２.５）５８

２自作・地主２.５１２.５（１５）５２

３小自作１０１１.２５（１.２５）５６

典拠）表３－１に同じ。
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Ⅱ　経営面積・家族人数・家畜数などがわかっている農村

敢　灤県雷家荘

雷家荘に関する調査資料には，家族の人数と家族内の成年男子の人数及び

備考において大車と牛・驢馬の所有状況や勤務先などが記載されている。

　表４－１を見てみると，非農家３６戸（４６.７％）のうち３４戸（９４.４％）が石工を
やっており，地主（１戸）・商業（２戸）・都市労働者（４戸）・出稼（１戸）など

が極めて少なかった。このうち，調査番号３６は，同村内で唯一の地主だった

が，その所有地は６畝にすぎなかった。また，家族の平均人数は５.６人とやや
少なく，成年男子の平均人数は１.８人だった。

表３－３．撫甯県王各庄における経営面積１０畝以下層２２戸の状況

備考家族人数階層等小作借入
経営面積
（所有面積）

調査
番号

５小自作７.５１０（２.５）１６

入典地１１自作１０（１０）２８

６自小作５１０（５）３７

４自小作５１０（５）４９

２自作１０（１０）５０

５自小作３.７５８.７５（５）３４

３人共同で１工借地３小自作５７.５（２.５）１２

６小自作５７.５（２.５）１７

６小自作５７.５（２.５）３９

戸主が満州出稼３自作５（５）８

６自作５（５）１０

出典１工，２人が満州・村外出稼１０自小作２.５５（２.５）１４

１自作５（５）２２

５自作５（５）３２

３自作５（５）３６

２人が満州出稼９自作５（５）４０

３自作５（５）４２

８自作５（５）４３

４自作２.５（２.５）２６

３自作２.５（２.５）３０

４小作２.５２.５（０）４４

２自作２.５（２.５）５４

典拠）表３－１に同じ。
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　表４－２を見てみると，経営面積２０.１畝以上層２戸はともに経営面積が３０
畝にすぎず，零細農化がかなり進行していたと言える。一方，経営面積５.１畝
以上層２０戸の自作農の割合は，２０.１畝以上層が５０％，１０.１～２０畝層が６０％，
５.１～１０畝層が９２.３％で，経営面積に占める小作地の割合（小作地率）は１２％
だった。また，家族の平均人数は９.７人とかなり多く，成年男子の平均人数は
３人で，非農家のそれよりも多かった。さらに，牛・驢馬を所有する農家は

１戸・５戸（このうち２戸が驢馬１頭を共有）にすぎず，大車を所有する農家

も２戸にすぎなかった。なお，経営面積１４畝以下層１６戸のうち１５戸が石工を

副業とし，２戸が村外で賃金労働者として働き，また，４戸の小作農のうち，

啓新セメント会社と開灤鉱務局を地主とする農家が各々３戸と１戸いた。

　表４－３を見てみると，経営面積５畝以下層２１戸のうち，自作農の割合は，

２.６～５畝層が７０％，２.５畝以下層が１００％だったことから，経営面積が狭小な
零細農ほど自作農の割合が高い傾向にあり，小作地率は１２.７％だった。また，
家族・成年男子の平均人数は６.５人・２人で，やや多く，非農家のそれよりも
多かった。さらに，子牛１頭を所有するのは１戸のみで，大車を所有する農

家は１戸もいなかった。なお，全農家が石工を副業とする以外に，２人（２戸）

が鉄道工場と啓新セメント会社の賃金労働者だった。

表４－１．雷家荘における非農家３６戸の状況

家族人数（成年男子数）調査番号職　業　等

６敢，７桓，９棺，３柑，５柑，７桓，２敢，
３敢，５柑，５桓，６敢，６敢，５敢，６柑，
７柑，４柑，８柑，７敢，４敢，５柑，７桓，
３敢，４敢，８柑，８柑

４，１０，１１，１７，１８，２０，２３，２７，３４，３７（１人は
満州郭家店で），３９，４４，４６，５３，５４，５６，５７，
６０，６１，６４，６６，７１，７３，７５，７７

石　　工

６桓１４農　　工

８柑，４敢４５，６７農 日 工

８柑，７柑［唐山の華新紗廠］３（弟），６（１人）賃 労 働

８款，７柑［啓新セメント会社］７２（１人），７６（１人）会社外工

４敢２８貸　　家

２敢３６（所有地６畝を出典）地　　主

４敢５８（他村より移住）雑貨行商

４敢６３（戸主が豊潤で商店住み込み）そ の 他

典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，２１７～２２１頁より作成。
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以上のことから，灤県雷家荘では，非農家が４６.７％を占め，大規模経営が
ほとんど見られず，脱農化が非常に進行し，自作農の割合は，２０.１畝以上層
が５０％，１０.１～２０畝層が６０％，５.１～１０畝層が９２.３％，２.６～５畝層が７０％，２.５
畝以下層が１００％で，小作地率は，１０.１畝以上層が２０.２％，５.１～１０畝層が１.８％，
５畝以下層が１２.７％だったことから，零細自作農化がかなり進行しており，
副業の石工や工場（華新紗廠，鉄道工場，徳昌磁廠）・会社（啓新セメント会社，

北寧鉄路局）での勤務がそれを可能にしており，実質的な脱農化がかなり進行

していたと言える。また，大車や家畜の所有数は極めて少なく，さらに，家

族・成年男子の平均人数は，１０.１畝以上層が１１人・３.２人，５.１～１０畝層が９.３
人・３人，５畝以下層が６.５人・２人，非農家が５.６人・１.８人で，家族・成年男
子の人数と経営面積との間には正の相関関係を見出すことができる。なお，

啓新セメント会社に勤務する者と同社を地主（小作地は計１４畝）とする者が

表４－２．雷家荘における経営面積５.１畝以上層２０戸の状況

備考副業
家族人数

（成年男子数）
階層等

経営面積
（所有面積）

調査
番号

年工１人雇傭。牛１頭・大車１台。－８（１）自作３０（３０）３８

地主は開灤鉱務局。次男は徳昌磁廠に勤務。－１１（３）自小作３０（２０）７４

２人が農耕従事｡２人が村外労働｡－１１（４）自作２０（２０）１２

地主は啓新セメント会社。驢馬１頭。－９（３）自小作１５（１０）６８

地主は啓新セメント会社石工１８（４）小自作１４（２）１

４～５人が石工石工１４（６）自作１２.５（１２.５）４０

石工６（２）自作１２（１２）２１

子驢馬１頭－５（２）自作１０（１０）３０

石工１７（５）自作１０（１０）４１

石工１０（６）自作１０（１０）４３

石工５（２）自作１０（１０）５５

石工２１（７）自作１０（１０）６２

地主は啓新セメント会社石工１２（３）自小作９（７）４７

石工６（１）自作８（８）３３

昨年分家し驢馬１頭を共有
石工７（２）自作７（７）２５

石工８（２）自作７（７）２６

石工３（１）自作７（７）３１

石工９（３）自作６.５（６.５）７０

驢馬１頭・大車１台。隣長。石工１０（２）自作６（６）８

石工４（１）自作６（６）３２

典拠）表４－１に同じ。なお，調査番号１２の「村外労働」は北寧鉄路塘沽駅勤務と奉天での商
売である｡
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各々３戸おり，同村と啓新セメント会社との関わりはやや深いと言える。

柑　撫甯県邴各庄

邴各庄に関する調査資料には，家族の人数と家畜の所有数及び備考におい

て農業外就労状況などが記載されている。

　表５－１を見てみると，非農家２４戸（２１.２％）のうち，１４戸（１２.３％，非農家
の５８.３％）が地主で，そのうち不在地主を除く１２戸の地主の小作地は全て５０畝
以下で，平均すると１７畝余りだった。一方，農地無所有の商業従事者は３戸

にすぎないが，１４戸の地主のうち４戸も商業に従事しており，商業従事者は

計７戸とやや多かった。また，家族の平均人数（同村内に家族の誰も居住しな

い３戸を除く）は３.４人とかなり少なかった。さらに，非農家であるため，全
体として家畜の所有数はそれほど多くはないが，豚・鶏を所有する農家が５

表４－３．雷家荘における経営面積５畝以下層２１戸の状況

備考副業
家族人数

（成年男子数）
階層等

経営面積
（所有面積）

調査
番号

子牛１頭石工８（２）自小作５（５）２

石工７（３）自作５（５）１３

地主は張各荘の張石工７（２）小作４（０）４２

石工２（１）自作４（４）５９

石工２（１）自作４（４）６５

石工１２（３）自作３（３）５

地主は同村胡家石工３（１）小作３（０）１５

石工９（４）自作３（３）１９

弟が埔口の鉄道工場に勤務石工９（３）自作３（３）４８

石工６（２）自作３（３）５２

石工６（２）自作２.５（２.５）１６

石工５（１）自作２（２）２２

戸主が啓新セメント会社に勤務石工７（２）自作２（２）２９

石工６（２）自作２（２）３５

石工９（２）自作２（２）５０

石工５（２）自作２（２）６９

石工７（３）自作１.５（１.５）９

石工７（２）自作１.５（１.５）２４

石工１０（２）自作１.５（１.５）４９

石工４（１）自作０.５（０.５）７

石工６（２）自作０.５（０.５）５１

典拠）表４－１に同じ。
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戸（６匹）・１１戸（２３羽）いた。なお，２戸の不在地主と３戸の無職者を除く１９

戸のうち，村外で働く者が１３戸（５４.１％）に達していた。

　表５－２を見てみると，全農家の経営面積が４５畝以下で，大規模経営農家

は１戸もなく，しかも，経営面積２０.１畝以上層１６戸のうち，地主と自作農が
１戸もなく，自小作農と小自作農が各々５戸で，小作農が６戸（３７.５％）おり，
同村内最大の経営面積４５畝を有する農家は４０畝が小作地である小自作農で，

また，これに次ぐ経営面積４０畝を有する４戸のうち３戸は農地無所有の小作

農だった。そして，６戸（３７.５％）が土地無所有で，平均土地所有面積は７.３畝
にすぎないことから，多くの土地無所有戸や零細土地所有戸が，小作地を借

表５－１．邴各庄における非農家２４戸の状況

備考
家畜数

家族人数職業等地主貸出
調査
番号 鶏豚

不在地主（県城）－地主１３０３７

不在地主（県城）－地主７０６７

２５地主５０１１１

戸主が奉天で職人４４地主３２５３

戸主が県城で商業２１５地主２７.５９７

長男が満州出稼２２６地主１８１０２

戸主が満州で商業５地主１７.５５０

３地主１５３９

戸主が吉林で商業１１３地主１２５１

２１２地主１１.５８９

老夫婦２２地主１０２１

長男が満州で商業５地主６７１

２２地主５９２

２２地主４２６

戸主と長男が奉天で商業２５商業２９

戸主が満州で商業５商業３３

油行商４商業６５

県城で旅桟－その他３０

県政府役人２１４その他３２

長男が兵士２その他３４

戸主が奉天で奉公４その他１０５

老夫婦２無職１６

老婆１無職４８

老婆１無職７５

典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，３１８～３２４頁より作成。
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入れて経営規模を拡大していたことがわかる。ちなみに，小作地率は，７５.７％
と非常に高かった。また，家族の平均人数は７.２人とやや多かった。さらに，
馬・騾馬を所有する農家は各１戸にすぎず，１４戸（８７.５％）が驢馬１３頭を所有な
いし共有し，また，１４戸が豚２８匹を所有し，全農家が２羽以上の鶏を所有し

ていた。なお，満州への出稼ぎと商業従事者は各２戸（３人と４人）にすぎな

かった。

　表５－３を見てみると，経営面積１０.１～２０畝層２７戸のうち，自作農が８戸
（２９.６％，地主を兼ねる３戸を含む），自小作農と小自作農が計１０戸（３７％），
小作農が９戸だった。そして，この３戸の地主のうち，調査番号３８は１００畝を

小作地とする同村内最大の在村地主だったのに対して，その他の２戸の地主

は各々５畝を貸出すにすぎなかった。一方，９戸が土地無所有で，小作地を

除く平均土地所有面積は７.２畝にすぎず，小作地率は５２.７％と高かった。また，
家族の平均人数は５.８人とやや少なかった。さらに，馬を所有する農家が１戸
のみで，驢馬を所有ないし共有する農家が１３戸（１０頭）にすぎないのに対して，

表５－２．邴各庄における経営面積２０.１畝以上層１６戸の状況

備考
家畜数家族

人数
職業等

小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 鶏豚驢馬騾馬馬

２２１８小自作４０４５（５）６３

５４１４小作４０４０（０）４

男児２人が満州出稼４１１２自小作２０４０（２０）７

男児１人が満州出稼２１１５小作４０４０（０）８

２１１５小作４０４０（０）４０

男児３人が満州で商業２１６小自作３０３２（２）１

３２１８小自作１８３２（１４）５２

３２１７自小作１０３０（２０）５７

２２１８小作３０３０（０）６８

２１０.５５小自作２１２５（４）２３

２４１９自小作５２５（２０）４１

油製造行商２１１１０小作２５２５（０）５８

２２０.５９小作２５２５（０）７４

２２１８自小作５２４（１９）１０４

２２１４自小作１３２１（８）１８

２２１８小自作１５２１（６）９９

典拠）表５－１に同じ。
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豚・鶏を所有する農家は２２戸（８１.４％，３５匹）・２６戸（９６.２％，５４羽）いた。なお，
商業従事者が４戸（５人，そのうち４戸が村外に居住）いた。

　表５－４を見てみると，経営面積５.１～１０畝層３０戸のうち，自作農が１０戸（地
主を兼ねる２戸を含む），自小作農と小自作農が計５戸，小作農が１５戸おり，

平均土地所有面積は３.４畝にすぎず，小作地率は５９.８％と高かった。また，家
族の平均人数は４.７人とかなり少なく，馬・騾馬を所有する農家が各１戸で，
驢馬を所有ないし共有する農家が１４戸（４６.６％，９.１頭）にすぎないのに対して，

表５－３．邴各庄における経営面積１０.１～２０畝層２７戸の状況

備考
家畜数家族

人数
職業等

地主
貸出

小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 鶏豚驢馬馬

男児が奉天で商業２１７小作２０２０（０）２８

６５１２地主・自作１００２０（１２０）３８

３２１５自作２０（２０）５６

２２１６自作２０（２０）８４

２１１８自小作６１９（１３）６１

３２１８自小作４１７.５（１３.５）８６

長男・次男が満州で商業３２０.５７自作・地主５１７（２２）３１

３１６小作１７１７（０）８３

男児が他村で商業２１４小自作１２１５（３）２

次男が郷丁，三男が商業１６小作１５１５（０）１９

２１０.５６小自作１０１５（５）２５

２７小作１５１５（０）２７

１１０.５６自作１５（１５）６４

１１０.５９小自作１０１５（５）８０

２１４小作１５１５（０）８２

２１０.５８小作１５１５（０）７０

１５自小作５１５（１０）７３

３２６小自作１４１５（１）１００

２１２小作１４１４（０）４７

１２１５自作１４（１４）９５

２３６小作１３１３（０）４３

２２４小自作８１２.５（４.５）２４

２１０.５４自作・地主５１２.５（１７.５）４９

２１１３自小作２１２（１０）２０

１１５小自作１１１２（１）３５

４小作１２１２（０）４５

１１１５自作１１（１１）９３

典拠）表５－１に同じ。
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豚・鶏を所有する農家は１９戸（６３.３％，２６匹）・２６戸（８６.６％，４８羽）いた。なお，
出稼ぎ・行商・役人・兵士などの農業外就労者が９戸いた。

 

表５－４．邴各庄における経営面積５.１～１０畝層３０戸の状況

備考
家畜数家族

人数
階層等

地主
貸出

小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 鶏豚驢馬騾馬

戸主・長男が満州出稼１１０.３８小作１０１０（０）１１
村内で行商３１０.３２小作１０１０（０）１５
指物師２７小作１０１０（０）１７
郷書記３３自作１０（１０）２２

２１３小作１０１０（０）５４
３１０.５４小作１０１０（０）７７
１１１８自小作４１０（６）６６
１１２自作１０（１０）８５
２１１４小作１０１０（０）８８
２１０.５７自作１０（１０）９０
２２０.５５自作１０（１０）９１
１１１４小作１０１０（０）１０８

廟番人２０.５２小作１０１０（０）１１２
１１１７自小作３９（６）６２

戸主が県役人１１６小自作５９（４）１０
３１３小作９９（０）４４
３８自作８（８）９４
４１５地主・自作３０８（３８）１０１
２２小自作６８（２）１０３

郷長７自作・地主４８（１２）１１３
戸主が郷丁１１４小作８８（０）１３

２２３小作８８（０）４２
長男が兵士６小作７７（０）３６

４小作７７（０）１０９
１７小自作４６.５（２.５）８７

６１７小作６６（０）１２
１１３自作６（６）９６
１１０.５４自作６（６）１０６

戸主が奉天で奉公１０.５４自作６（６）１０７
２１０.５４小作６６（０）１１０

典拠）表５－１に同じ。
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　表５－５を見てみると，経営面積５畝以下層１６戸のうち，自作農が８戸

（５０％，地主を兼ねる３戸を含む），小作農が６戸おり，平均所有面積は２.５畝
にすぎず，小作地率は４５％と高く，家族の平均人数は４人とかなり少なく，

豚を所有する農家が６戸（６匹）にすぎず，鶏を所有する農家は１２戸（２５羽）

だった。なお，満州への出稼ぎと満州での商業従事者が各２戸，同村外での

「大工」を合わせると，５戸（３１.２％）にも達し，脱農化が進行していることが
わかる。

以上のことから，撫甯県邴各庄では，土地無所有戸が４６戸（４０.７％）で，所
有面積１０畝以下層が３５戸（３０.９％，このうち所有面積５畝以下層が１８戸）だっ
たことから，非常に多くの家が農地から切り離され，あるいは，切り離され

つつあったにもかかわらず，農業から離脱していないことがわかる。そして，

自作農の割合は，２０.１畝以上層が０％，１０.１～２０畝層が２９.６％，５.１～１０畝層が
３３.３％，５畝以下層が５０％となっており，一方，小作農の割合は，２０.１畝以
上層が３７.５％，１０.１～２０畝層が３３.３％，５.１～１０畝層が５０％，５畝以下層が
３７.５％となっており，また，小作地率は，２０.１畝以上層が７５.７％，１０.１～２０畝

表５－５．邴各庄における経営面積５畝以下層１６戸の状況

備考
家畜数家族

人数
階層等

地主
貸出

小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 鶏豚

１小自作３５（２）４６

１自作５（５）５５

５人が奉天で商業２７小作５５（０）６０

長男が満州で商業２１４自作・地主５５（１０）７６

１６小作５５（０）７８

次男が満州へ出稼３３自作５（５）７９

３６地主・自作２４５（２９）８１

１７自作・地主４.５４.５（９）９８

４１５小作４４（０）６

２１３自作４（４）１４

２１４自小作３.５４（７.５）６９

１小作４４（０）７２

男児１人が綏中県で大工２１８自作３（３）３

戸主が満州へ出稼１４自作３（３）９

２小作２.５２.５（０）５９

２１２小作１.５１.５（０）５

典拠）表５－１に同じ。なお，調査番号６９は自作農兼地主の誤りであろう。
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層が５２.７％，５.１～１０畝層が５９.８％，５畝以下層が４５％だったことから，零細
自作農化と零細小作農化がほぼ並進していたと言える。また，家族の平均人

数は，２０.１畝以上層が７.２人，１０.１～２０畝層が５.８人，５.１～１０畝層が４.７人，５畝
以下層が４人，非農家が３.４人で，家族の人数と経営面積との間には正の相関
関係が見られる。さらに，馬と騾馬を所有する農家の経営面積は４０畝（小作

農）・１４畝（自作農）と４０畝（小作農）・１０畝（小作農）と極めて少ないのに対して，

経営面積６畝以上層の多くの農家が驢馬を所有ないし共有していたが，多く

の非農家と農家が豚や鶏を所有しており，経営面積と家畜の所有数との間に

はそれほど明確な正の相関関係を見出すことはできない。なお，同村の大土

地所有者の所有面積を見てみると，１３０畝（不在地主），１２０畝（２０畝を経営する

地主），７０畝（不在地主）などとなっているが，この３戸は１戸が豚５匹と鶏６

羽を所有する以外に家畜を全く所有せず，長工も雇用していなかった。

桓　密雲県小営村

小営村に関する調査資料には，家族の人数，家族内労働力数，家畜数及び

備考において長工の雇用状況，自転車の所有台数，農業外就労状況などが記

載されている。

　表６－１を見てみると，非農家が全て地主で，調査番号２（学校共有地）を

除く８戸（５.２％）の地主のうち５戸は農業外収入があり，調査番号１の地主は，
驢馬２頭・豚２匹・鶏４羽・犬１匹を所有し，しかも，長工を１人雇用して

おり，その土地所有面積から見て同村内最大の地主だった。また，家族の平

均人数は３.５人とかなり少なく，家族内平均労働力数は１.１人だった。さらに，
牛・馬・騾馬を所有する地主は１戸もなく，驢馬を所有ないし共有する地主

も２戸（２.５頭）にすぎないのに対して，豚・鶏・犬を所有する地主は半数以上
の４戸（６匹）・５戸（１１羽）・６戸（６匹）いた。なお，調査番号５（吏員）と調

査番号７（教員）が通勤手段と考えられる自転車を各１台所有している。
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　表６－２を見てみると，経営面積５０.１畝以上層１１戸のうち，上位３戸が地
主を兼ね，しかも，上位２戸は小作農をも兼ね，この２戸を含む自小作農が

７戸（６３.６％）おり，地主を兼ねる１戸を含む自作農４戸を上回っていた。そ
して，自作農の割合は，１００.１畝以上層が地主を兼ねる１戸（２５％），５０.１～１００
畝層が３戸（４２.８％）だった。一方，平均所有面積が１００畝にも達していたが，
小作地率は１３.６％だった。なお，８戸（７２.５％）が長工（１戸平均２.２人）を雇傭
していたが，経営面積１００.１畝以上の４戸のうち同村内最大の経営面積（２４０
畝）・所有面積（３００畝）を有する調査番号１９は家族の人数と家族内労働力数も

最多だった上に，５人の長工を雇傭しており，また，調査番号２１も調査番号

表６－１．小営村における地主９戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
兼業等所有面積

調査
番号 犬鶏豚驢馬

長工１人１４２２５（１）１５０１
自転車１台４４（２）吏員８７５

－１２２（１）会社員６３６
－－（学校共有地）６０２
－１１２（１）４０３

自転車１台１１３（２）教員３６７
－１１１５（０）労働１１.５８
－１１（１）１０.５４

雑貨店１０.５６（１）商業１０９

典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』冀東地区農村実態調査報告第一部
上（冀東地区農村実態調査班，１９３６年）６４～７３頁より作成。なお，同調査表に
は戸主の氏名が列挙されているのみであるが，筆者が同調査表の記載順に調
査番号を付した（以下，同様）。

表６－２．小営村における経営面積５０.１畝以上層１１戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
兼業等

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚驢馬騾馬馬牛

長工５人，自転車２台３２２１３１２２０（１１）自小作・地主２４０（３００）１９
長工１人１１０１０１３１６（ ５）自小作・地主１５０（ ８０）２１
長工４人，自転車１台１７１２１４２（ １）自作・地主１２０（１５０）１１
大工，長工２人２５２０２１２７（ ６）自小作・労働１０５（ ９５）１０７
長工１人２４６１４（ １）自作９３（ ９３）２４
長工２人２４１２１７（ ２）自小作８９（ ７３）３４
小作地２４畝は村外地１２３６（ ２）自小作８８（ ６４）３６
長工２人２６１２１５（ ４）自作８０（ ８０）２５
－１５６２１０（ ２）自小作７２（ ６２）３７
－１６７０.５６（ １）自小作７０（ ４０）３５
長工１人２８８３４（ ２）自作６３（ ６３）２６

典拠）表６－１に同じ。
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１９についで家族人数と家族内労働力数が多い上に，１人の長工を雇傭してい

たのに対して，調査番号１１は家族の人数と家族内労働力数が少ないが，４人

の長工を雇傭していた。また，馬・騾馬を所有する農家が３戸（３頭）・２戸

（４頭）と極めて少なく，牛・驢馬を所有する農家も８戸（１７.５頭）・５戸（６頭）
にとどまっており，鶏を所有する農家は９戸（１戸平均５.６羽）にすぎないのに
対して，豚と犬は全農家が所有していた。そして，経営面積１００畝以上の４戸

（調査番号１９・２１・１１・１０７）は，家畜の所有数も３２（７頭・２５匹）・２５（４頭・

１１匹・１０羽）・２５（５頭・１３匹・７羽）・３０（３頭・２２匹・５羽）とかなり多かっ

た。さらに，家族の平均人数は１０.５人とかなり多く，家族内労働力数は，２
人が最多の４戸（３６.３％）だったが，調査番号１９・２１・１０７が１１人・５人・６人

表６－３．小営村における経営面積２０.１～５０畝層２７戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
職業等

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚驢馬牛

長工１人１４１９（１）自作５０（５０）２７
－２２１２（１）自小作４８（３０）３８

長工１人１８６２１４（２）自作・地主４０.５（７４.５）１４
長工１人３３１１６（２）自作・地主４０（８０）１３
短工人１３６２１１０（９）自作４０（４０）２８

－１１１１８（１）小作４０（０）１２６
－１５２１６（１）小自作３９（６）４９
－１３２１３（１）自小作３６（２５）３９

大工１４３１１２（３）小自作・労働３６（３）１１３
大工１２２１２（１）小自作・労働３５（８）１０９
長工０.５人３１９（２）自作３２（３２）２９
長工（小）１人２６９１１９（４）小自作３２（７）４６
飲食店，長工１人２４２１１８（２）自小作・商業３１（２８）１１４
長工２人（女１人）２４１１６（１）自作・地主３０（２７０）１０
長工１人８１１６（２）自小作・地主３０（１４３）２０

－１２２１１５（１）小自作２８（１０）４２
長工（小）１人１２２１４（１）自小作２７（２２）４０

－２６（２）自作２５（２５）３０
大工１２３１７（１）小自作・労働２５（７）１１０
長工０.５人１４１５（２）自作２３（２３）３１

－１５２１６（２）小自作２３（９）４４
－１２１１５（２）小自作２３（７）４７
－４１１７（３）小自作２３（３）５６

大工１３２２３（３）自小作・労働２３（１７）１０８
－１１１４（２）小自作・労働２３（４）１３５
－２２１３（１）小自作２２（５）５１

裱糊匠４１１７（３）自作・労働２２（２２）１２１

典拠）表６－１に同じ。
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と突出しており，平均すると３.４人とかなり多かった。なお，地主を兼ねる調
査番号１９・１１の農家は自転車を各々２台・１台所有している。

　表６－３を見てみると，経営面積２０.１～５０畝層２７戸のうち，小作農は１戸
のみだが，自小作農と小自作農が計１７戸（６２.９％）と多数を占め，小作地率は
３８.１％だった。また，馬・騾馬を所有する農家が１戸もなく，牛を所有する
農家も８戸（８頭）と少ないが，驢馬・豚・鶏・犬を所有する農家が２４戸（８８.８％，
２７頭）・２４戸・２３戸・２１戸と大部分を占めていた。さらに，家族の平均人数は

６人と標準的で，家族内の平均労働力数は２人とやや多いが，長工を雇用す

る農家は１０戸にも及び，同村内最大の地主だった調査番号１０（所有地２７０畝の

うち小作地が２４０畝）が２人の長工を雇用する以外は，雇用する人数は１人以

下だった。なお，４戸が大工を兼ねていた。

　表６－４を見てみると，同村では，経営面積１５.１～２０畝層２１戸のうち，小
作農が６戸で，自小作農と小自作農が計８戸おり，小作地率は５２.２％と高かっ
た。また，馬・牛・驢馬を所有する農家は６戸（６頭）・２戸（１頭）・６戸（６

表６－４．小営村における経営面積１５.１～２０畝層２１戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
職業等

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚馬牛

－１０.５１０.５６（６）自作・地主２０（３６）１６
－２０.５１０.５５（１）自作・地主２０（３６）１７
－１３１６（４）自小作２０（１０）４３
－１１１４（１）小自作２０（７）４８
－１３２１５（２）小自作２０（５）５０
－１２２５（１）小作２０（０）１２７
－１２１１４（２）小作２０（０）１２８
－２５（１）小自作１９（４）５４
－１３１１６（１）自作・農労１９（１９）５９
－１２１１４（１）自作１８（１８）３２
－３２１９（４）自小作１８（１４）４１
－１６１１６（３）小自作１８（３）５７
－１４１１９（２）自作・農労１８（１８）６０
－１１５（２）小作１８（０）１２９
－１５（１）自作・地主１７（２５）１８
長工（女）１人２３２１６（２）自作・地主１６（９０）１２
獣医１７（２）自小作１６（８）４５
－２１６（１）小自作・農労１６（３）１０３
－１１３４（１）小作１６（０）１３０
－２１３（１）小作１６（０）１３１
－２１６（１）小作１６（０）１３２

典拠）表６－１に同じ。
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頭）にすぎず，豚・鶏・犬を所有する農家は１９戸・１６戸・１３戸いた。さらに，

家族の平均人数は５.２人とやや少なく，家族内労働力数は，調査番号１６が６人
と突出しており，平均すると１.９人とやや多かった。なお，長工を雇用する農
家は，所有する９０畝の大部分を小作地とする１戸（調査番号１２）のみだった。

　表６－５を見てみると，経営面積１０.１～１５畝層２４戸のうち，小作農が５戸，
小自作農が１２戸（５０％）おり，小作地率は５２.３％と高かった。また，牛を所有す
る農家は１戸のみで，馬を所有する農家は９戸（８.５頭）にすぎなかったが，豚・鶏・
犬を所有する農家は１９戸（２５匹）・２０戸（４２羽）・１８戸（２１匹）だった。さらに，家

族の平均人数は４.６人とかなり少なく，家族内の平均労働力数は１.６人だった。
　表６－６を見てみると，経営面積５.１～１０畝層３２戸のうち，１６戸（５０％，地
主を兼ねる１戸を含む）が自作農で，一方，１７戸（５３.１％）が雇農を兼ね，小作
地率は４１％だった。また，牛・驢馬を所有ないし共有する農家も２戸（１.５頭）・

表６－５．小営村における経営面積１０.１～１５畝層２４戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
職業等

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚馬牛

－１１２４（１）小自作１５（５）５２
裱糊匠１４１０.５６（３）自作・労働１５（１５）１２２
－１１１６（２）自作・農労１４（１４）６１
－１１１７（２）小自作・農労１４（４）１０１
理髪屋１３１１（１）小自作・農労１４（５）１１２
－１１６（４）小作・労働１４（０）１３６
－１１１３（２）小自作１３（５）５３
－２１６（２）小自作・農労１３（５）９７
－１３１１１７（３）小自作・農労１３（３）１０２
雑貨屋１２１１８（１）小自作・商業１３（２）１１９
飲食店２４１６（１）小作・商業１３（０）１３３
－１３１１６（２）自作・農労１２（１２）６２
－５（２）小作・労働１２（０）１３７
－１３２３（１）小作・労働１２（０）１３８
－１２２５（１）小自作・農労１１.５（５.５）９５
－１１３（２）小自作１１（２）５８
－１１１４（１）小自作・農労１１（５）９４
－１３（２）小自作・農労１１（５）９６
－１２３１６（１）小自作・農労１１（１）１０５
理髪屋１２２１５（２）自作・労働１１（１１）１２３
肉屋２４１５（１）小作１１（０）１３４
－１（１）自作・労働・地主１０.５（１６.５）２２
－２５（１）自作１０.５（１０.５）３３
－１３１１５（２）自作・農労１０.５（１０.５）６３

典拠）表６－１に同じ。
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１１戸（９.５頭）と少なく，豚・鶏を所有する農家は２２戸・２６戸にすぎず，犬は１８
戸（５６.２％）が各１匹を所有するだけで，経営面積規模と家畜の所有数との間
には相関関係はほとんど見られなかった。さらに，家族の平均人数は４.５人と
少なく，家族内平均労働力数は１.５人だった。なお，長工を雇用する農家は１
戸のみだった。

　表６－７を見てみると，経営面積５畝以下層３０戸のうち，自作農が２２戸

（７３.３％，地主を兼ねる１戸を含む）で，そのうち１８戸（８１.８％）が雇農を兼ねて

表６－６．小営村における経営面積５.１～１０畝層３２戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
職業等

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚驢馬牛

長工０.５人１２１５（０）自作・地主１０（５７）１５
１２１１３（１）小自作１０（３）５５
－２１５（２）自作・農労１０（１０）６４
－１３（２）自作・農労１０（１０）６５
－５１２（３）自作・農労１０（１０）６６
－１１（１）自小作・農労１０（５）９８
－４（３）自小作・農労１０（５）９９
－１１３（１）小自作・農労１０（４）１００
大工１２３１４（１）自小作・労働１０（５）１１１
雑貨屋１１３１５（２）自作・商業１０（１０）１１５
裱糊匠１３２０.５３（１）自作・労働９（９）１２４

０１００２（０）小作・労働９（０）１３９
１２１０６（２）小作・労働９（０）１４０
１４３１６（２）自作・農労８（８）６７
１２１０６（２）自作・農労８（８）６８
１２１０１５（１）自作・農労８（８）６９
１２２０７（１）小自作・農労８（１）１０６
００００４（１）小作・労働８（０）１４１
０２００４（１）小作・労働８（０）１４２
００１０５（２）自作・農労７（７）７０
１２００２（１）自作・農労７（７）７１
１４００５（１）自作・農労７（７）７２
１３１１５（２）小自作・農労７（２）１０４
０３２０.５４（４）小作・労働７（０）１４３
１３１０５（２）小作・労働７（０）１４４
０２００５（１）自作・農労６（６）７３
１２２０.５０.５６（３）自作・農労６（６）７４
豆腐屋１０２１３（１）自作・商業６（６）１１６

００１０３（２）小作・労働６（０）１４５
１３１０５（１）小作・労働６（０）１４６
０１２０５（１）小作・労働６（０）１４７
１１１０５（１）自作・農労５.５（５.５）７５

典拠）表６－１に同じ。
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いた。一方，無所有戸が７戸（２３.３％）おり，小作地率は２６.６％だった。また，
驢馬・豚・鶏・犬を所有する農家は２戸（２頭）・９戸・１８戸・１１戸にすぎな

かった。さらに，家族の平均人数は４.３人とやや少なく，家族内の平均労働力
数は１.４人だった。
以上のことから，密雲県小営村では，大規模経営農家が多数いたが，自作

農の割合は，１００.１畝以上層が２５％，５０.１～１００畝層が４２.８％，２０.１～５０畝層が
３３.３％，１５.１～２０畝層が３３.３％，１０.１～１５畝層が２９.１％，５.１～１０畝層が５０％，
５畝以下層が７３.３％で，零細自作農化が進行しつつあった。だが，自小作農

表６－７．小営村における経営面積５畝以下層３０戸の状況

備考
家畜数家族人数

（労働力数）
職業等

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚驢馬

０２００２（１）自作・農労５（５）７６
０３１０５（２）自作・農労５（５）７７
１１００５（１）自作・農労５（５）７８
１２００４（１）自作・農労５（５）７９
１２１０３（２）自作・農労５（５）８０

肉屋１０００３（１）自作・商業５（５）１１７
１４２０６（２）小作・労働５（０）１４８
０１００６（３）小作・労働５（０）１４９
０２００５（１）小作・労働５（０）１５０
１３１１５（１）自作・農労４.５（４.５）８１

３（１）自作・農労４.５（４.５）８２
１２１４（２）自作・農労４（４）８３
１２２１０（２）自作・農労４（４）８４

雑貨屋２１４（１）自作・農労４（４）８５
６（２）小自作・商業４（１）１２０
２（１）自作・農労３（３）８６

１４２２（１）自作・農労３（３）８７
７（１）自作・農労３（３）８８

１３１４（２）自作・農労３（３）８９
８（２）小作・労働３（０）１５１

編筐屋１（１）小作・労働３（０）１５２
２８（２）自作・農労２.５（２.５）９０

１１４（１）自作・農労２.５（２.５）９１
－５（１）自作・労働・地主２（６）２３
裱糊匠２（１）自作・労働２（２）１２５

２４（２）小作・労働２（０）１５３
１２３（１）小作・労働２（０）１５４

３（１）自作・農労１.５（１.５）９２
旅館３（１）自作・商業１.５（１.５）１１８

４（１）自作・農労１（１）９３

典拠）表６－１に同じ。
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の割合は，１００.１畝以上層が７５％で最も高く，これに５０.１～１００畝層が５７.１％と
つぐことから，５０.１畝以上層では経営規模拡大のための自小作農化が進行し
ていたのに対して，小自作農の割合は，１０.１～１５畝層が４５.８％で最も高く，こ
れに２０.１～５０畝層が４０.７％とつぐことから，１０.１～５０畝層では経営規模拡大の
ための小自作農化が進行していたことがわかる。一方，小作地率は，５０.１畝
以上層が１３.６％，２０.１～５０畝層が３８.１％，１５.１～２０畝層が５２.２％，１０.１～１５畝層
が５２.３％，５.１～１０畝層が４１％，５畝以下層が２６.６％だった。また，牛・馬・
騾馬を所有する農家は１戸もなく，驢馬・豚・鶏・犬を所有する農家も２戸

（計２頭）・６戸（計９匹）・６戸（計６匹）と少なかった。さらに，家族の平均

人数・家族内の平均労働力数は，５０.１畝以上層が１０.５人・３.４人，２０.１～５０畝
層が６人・２人，１５.１～２０畝層が５.２人・１.９人，１０.１～１５畝層が４.６人・１.６人，
５.１～１０畝層が４.５人・１.５人，５畝以下層が４.３人・１.４人，非農家が３.５人・１.１
人で，家族の人数・家族内労働力数と経営面積との間には正の相関関係が見

られた。なお，大車を所有する家が１戸もなかったばかりでなく，自転車を

所有する家も大土地所有者・大規模経営者の２戸にすぎなかった。

棺　昌黎県中両山

中両山に関する調査資料には，家族の人数，家族内労働力数，家畜数が記

載されているのみである。

　表７－１を見てみると，非農家２５戸のうち，雇農と商業従事者が各々５戸

にすぎず，乞食が１５戸（６０％）にも達することから，同村では脱農化はそれほ

ど進行していたとは言えない。ただし，乞食が多かったことと農村経済発展

との関係は今後の課題である。また，家族の平均人数は４.１人と少なかった。
そして，５戸の雇農の家族内平均労働力数は１.４人だった。

表７－１．中両山における非農家２５戸の状況

家族人数（労働力数）調査番号職 業 等
４敢，４敢，４柑，５敢，５柑１０６～１１０農業労働
２，３，６，４，８１１１～１１５商業出外
２，４，２，６，３，６敢，３，７，４，-，７，２，４，３，１１１６～１３０乞　　食

典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，２６６～２７３頁より作成。なお，筆
者が調査対象戸の記載順に調査番号を付した。
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　表７－２を見てみると，経営面積５０.１畝以上層５戸のうち，自作農の割合
が１００％（地主を兼ねる１戸を含む）で，家族の平均人数と家族内平均労働力

数は８.２人と２.４人で，多かった。また，経営面積で第２位の農家（調査番号４）

表７－２．中両山における経営面積２０.１畝以上層３８戸の状況

家畜数家族人数
（労働力数）

階層等
地主
貸出

小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚驢馬騾馬牛

５（２）自作１５９（１５９）６８
５２５１８（４）地主・自作１００１００（２００）４

２４１２１７（２）自作７１（７１）６
１１４（２）自作５５（５５）２５
２１７（２）自作５１（５１）３７

５（１）自作４８（４８）５８
２１７（２）自作４５（４５）３２
１２１８（２）自作４３（４３）２３
１３１７（１）地主・自作１０４１（５１）３
１３５（０）自作４１（４１）４２
２３４（１）自作４０（４０）２１

３（０）自作４０（４０）５７
１４９（２）自作４０（４０）７２
１２４（２）自作３７（３７）４３
１３１９（１）自作３５.５（３５.５）１９
２３７（１）自作３５（３５）１６
２３７（１）地主・自作２０３０（５０）５
１３１７（２）自作３０（３０）１３
１２１５（１）自作３０（３０）１７
２１４（１）自作３０（３０）２２
２１１０（２）自作３０（３０）３１
１１１１２（１）自作３０（３０）４５

２５（１）小作３０３０（０）１００
１３１１２（１）自作２９（２９）５２
１３７（０）自作２８（２８）８
１３１６（１）自作２８（２８）２８
１３７（１）自作２８（２８）３８
１３２１１（２）小自作２０２８（８）８５
１６（２）自作２７（２７）４１
１１１７（２）自作２５（２５）４９

８（２）自作２５（２５）６１
１１６（１）自作２４（２４）２４
１２４（１）自作２３（２３）６４

０（０）自作２２.５（２２.５）５５
２１１１（２）自小作１１２２（１１）８３

１２２（０）自作２１（２１）５４
１１８（１）小自作１５２１（６）７９
１１８（２）小作２１２１（０）９４

典拠）表７－１に同じ。
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が騾馬１頭を所有し，経営面積で第３位の農家（調査番号６）が牛２頭を所有

し，驢馬を所有する農家は３戸いたが，豚・鶏を所有する農家は各々２戸に

すぎないのに対して，犬を所有する農家は３戸いた。一方，経営面積２０.１～
５０畝層３３戸のうち，自作農の割合は８４.８％（地主を兼ねる２戸を含む）だった
が，土地無所有戸は２戸（６％）にすぎず，小作地率も９.１％にすぎなかった。
また，家族の平均人数は７人とやや多く，家族内平均労働力数は１.２人だった。
さらに，驢馬を所有する農家が１２戸（各戸１頭），豚を所有する農家が４戸（１０

匹）にすぎないのに対して，鶏を所有する農家が２２戸（６６.６％，５２羽），犬を所
有する農家が２７戸（８１.８％，３３匹）だった。
　表７－３を見てみると，経営面積１５.１～２０畝層２０戸のうち，１２戸（６０％）が自
作農で，小作地率は３５.３％だった。また，家族の平均人数は６.３人とやや多く，
家族内平均労働力数は１.１人だった。さらに，驢馬を所有する農家は３戸にす
ぎず，鶏・犬を所有する農家は８戸（４０％）・１５戸（７５％）いたが，家畜数はや

や少なかった。一方，経営面積１０.１～１５畝層１７戸のうち，自作農が７戸（４１.１％，
地主を兼ねる２戸を含む），小作農が４戸おり，小作地率は４４.２％だった。ま
た，家族の平均人数は５.２人とやや少なく，家族内平均労働力数は１人だった。
さらに，驢馬１頭と豚１匹を所有する農家が各１戸にすぎず，鶏・犬を所有

する農家は７戸（４１.１％，１８羽）・１２戸（７０.５％，１３匹）だった。
　表７－４を見てみると，同村では，経営面積５.１～１０畝層１３戸のうち，９戸
（６９.２％）が自作農で，小作地率は２６.５％だった。また，家族平均人数と家族内
の平均労働力数は５.９人と０.９人で，やや少なかった。さらに，鶏・犬を所有す
る農家が４戸（７羽）・５戸（５匹）にすぎなかった。一方，経営面積５畝以下

層１７戸のうち，１５戸（８８.２％）が自作農で，小作地率は１４.７％にとどまった。ま
た，家族の平均人数・家族内平均労働力数は４.７人・０.７人と少なかった。さら
に，大型家畜と豚を所有する農家は１戸もなく，鶏・犬を所有する農家も２

戸（４羽）・２戸（２匹）にすぎなかった。

以上のことから，昌黎県中両山では，自作農の割合は，５０.１畝以上層が１００％，
２０.１～５０畝層が８４.８％，１５.１～２０畝層が６０％，１０.１～１５畝層が４１.１％，５.１～１０
畝層が６９.２％，５畝以下層が８８.２％で，大経営と零細経営において自作農の
割合が高かった。一方，小作地率は，５０.１畝以上層が０％，２０.１～５０畝層が
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９.１％，１５.１～２０畝層が３５.３％，１０.１～１５畝層が最高の４４.２％，５.１～１０畝層が
２６.５％，５畝以下層が１４.７％だった。また，家族の平均人数と家族内平均労働
力数は，５０.１畝以上層が８.２人・２.４人，２０.１～５０畝層が７人・１.２人，１５.１～２０
畝層が６.３人・１.１人，１０.１～１５畝層が５.２人・１人，５.１～１０畝層が５.９人・０.９人，

表７－３．中両山における経営面積１０.１～２０畝層３７戸の状況

家畜数家族人数
（労働力数）

階層等
小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏豚驢馬

２１８（１）自作２０（２０）３５
１２６（１）自作２０（２０）６７
１１１０（１）自作２０（２０）７０
１５（１）小自作１５２０（５）８２
１３１４（１）自作２０（２０）７４
１３１８（３）自小作１０２０（１０）８９
１６（２）小作２０２０（０）９５

４（１）小作２０２０（０）９６
１８（２）小作２０２０（０）１０２
１３（１）自作１９（１９）７３
１４１８（１）小自作１５１８.５（３.５）８４
１３８（０）自作１８（１８）４０

４（１）自作１８（１８）６３
２（０）自作１８（１８）７１
５（１）自作１８（１８）７６

１１１（１）自作１７（１７）３４
１２１０（１）自作１６（１６）１１
１５（１）自作１６（１６）５６
１４（１）小作１６１６（０）１０４

７（１）小自作１５１６（１）９０
１８（１）地主・自作１５（２５）１
１２５（０）自作１５（１５）５０
１６（１）自小作５１５（１０）８８

５（２）小作１５１５（０）９２
２（１）小作１５１５（０）１０１

１４（１）小作１５１５（０）１０３
１４（１）小作１５１５（０）１０５
１２６（１）地主・自作１４（２４）２
１５（１）自小作５１４（９）８７
１３５（１）自小作５１３.５（８.５）８１
２３１６（１）自作１３（１３）７
１５（１）小自作１０１２（２）８６
１４１０（１）自作１１（１１）５１

３（１）自作１１（１１）５３
１１８（１）小自作１０１１（１）７８

１４（１）自小作５１１（６）９１
３４（１）自作１０.５（１０.５）９

典拠）表７－１に同じ。
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５畝以下層が４.７人・０.７人，非農家が４.１人・１.４人で，非農家を除くと，経営
面積と家族の人数・家族内労働力数との間には正の相関関係が見られる。さ

らに，馬を所有する農家は１戸もなく，牛や騾馬を所有する農家も少なく，

豚を所有する農家は驢馬を所有する農家よりも少なく，経営面積と家畜数と

の間にも正の相関関係を見出すことができるが，家畜数は少なかった。

表７－４．中両山における経営面積１０畝以下層３０戸の状況

家畜数家族人数
（労働力数）

階層等
小作
借入

経営面積
（所有面積）

調査
番号 犬鶏

３（１）小作１０１０（０）９３
６（１）小作１０１０（０）９７

１３（１）小作１０１０（０）９９
１７（１）自作８（８）３３

４（１）自作８（８）６０
１２７（１）自作８（８）６５

２１２（０）自作７.５（７.５）１５
１（１）自作７.５（７.５）２９

１２３（１）小自作５７.５（２.５）７７
５（１）自作７（７）１４
５（１）自作７（７）１８

１１１６（１）自作６（６）４８
５（１）自作５.５（５.５）３６
１（０）自作５（５）２０
５（１）自作５（５）２６
４（１）自作５（５）４６
６（１）自作５（５）７５
４（１）自作５（５）６９
２（１）小自作４５（１）８０
６（１）小作５５（０）９８
２（０）自作４.５（４.５）５９

２５（０）自作４（４）１０
２（１）自作３（３）４４
７（１）自作３（３）４７

１２８（１）自作２.５（２.５）１２
８（１）自作２（２）３０
３（１）自作２（２）３９
６（２）自作２（２）６２
６（０）自作２（２）６６

１６（０）自作１（１）２７

典拠）表７－１に同じ。
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　おわりに

以上の６県７ヶ村について，脱農化が進行している（非農家の割合が高い）

順番は，灤県雷家荘（４６.７％），平谷県小辛寨（２４.２％），撫甯県邴各庄（２１.２％），
昌黎県中両山（１９.２％），遵化県盧家寨（１８.４％），撫甯県王各庄（１８.３％），密雲
県小営村（５.２％）となり，また，零細農化が進行している（経営面積２０.１畝層の
割合が低い，経営面積１０畝以下層の割合が高い）順番は，灤県雷家荘（４.８％，
８２.９％），平谷県小辛寨（１７.４％，６６.６％），遵化県盧家寨（１５.３％，５４.６％），撫
甯県邴各庄（１７.９％，５１.６％），撫甯県王各庄（２２.４％，４４.８％），密雲県小営村
（３５.５％，５７.９％），昌黎県中両山（３６.１％，２８.５％）となる。
そして，零細自作農化が進行した農村は，灤県雷家荘（４.８％，８２.９％），遵
化県盧家寨（１５.３％，５４.６％），撫甯県王各庄（２２.４％，４４.８％），密雲県小営村
（３５.５％，５７.９％）で，また，零作小作農化が進行した農村は平谷県小辛寨
（１７.４％，６６.６％）で，さらに，零細自作農化と零細小作農化が並進した農村は
撫甯県邴各庄（１７.９％，５１.６％）で，あるいは，零細農化の進行が緩慢で，どち
らとも断定しがたい農村は昌黎県中両山（３６.１％，２８.５％）だった。
以上，灤県雷家荘が脱農化・零細農化が最も進行した農村であり，非農家

の割合が高いだけではなく，兼業も含めて農業外就労の機会が多くなってい

るという特徴が見られた。

注

１）拙稿「中華民国前期冀東地区における農村経済の概況」（『金沢大学経済論集』第３４巻

第１号，２０１３年１２月）。




